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摘 要 

本稿は、本誌第 6 号の特集『再生可能エネルギーの施設立地がもたらす景観紛争―北杜市の持続的発

展に向けた対話の試み―』掲載の論考を手がかりに、農村地理学の視点から、太陽光発電施設の建設に

ついて主に住民と事業者の関係性や共生のあり方、入会林野や財産区の開発、耕作放棄地の拡大・不在

地主の問題、農村景観に焦点をあてて、農村における太陽光発電施設の建設に伴う問題の解消・緩和の

ための方向性について考察を行った。北杜市で起きた問題の背景には、これまでの農村地理学や隣接分

野における研究成果と関わりの深い内容も多い。課題解決の方向性を提示し、実行していくためには、

過去の研究や議論に学ぶ姿勢と現在進行で起きている課題に対して地域や住民に寄り添った調査や協働

活動の中から研究成果を積み上げ、発信していくことが肝要となる。 

 

 

Ⅰ はじめに―農村地理学と太陽光発電施設の建

設をめぐる問題の関わり― 

 

本稿は、2015 年刊行の『地域生活学研究』第 6

号の特集『再生可能エネルギーの施設立地がもた

らす景観紛争―北杜市の持続的発展に向けた対話

の試み―』掲載の論考に対し（鈴木，2015a）、農

村地理学の視点から、こうした問題や紛争の背景

にある農村の特質や事情について論じるとともに、

農村におけるこれらの問題の解消・改善に資する

方向性や指針を提起することを目的とする。 

地理学（geography）の語源は、「土地を描く」

という意味のギリシャ語 geographia に由来し（山

野，2013）、筆者は、農村地理学（rural geography）

を専門としている。農村地理学とは、地理学のな

かでも人文・社会現象を主に扱う人文地理学

（human geography）の一分野である。Clout（1972）

の定義に従えば、「可視的諸要素により、「農村地

域」として共通に認識される低人口密度地域にお

いて、近年生じてきたところの社会的、経済的、

土地利用上および空間上の諸変化に関する研究」

を行うものであり、「現代の農村地域に生じている

諸問題に関する地理学」となる。また、浮田編（2002）

を参考にすれば、「農村における地域の構造や特質、

問題を総合的に把握することを目的とする地理学

の一分野」であり、「現代農村を経済、社会、政治、

文化などの幅広い要素からとらえ、しかも計画や

問題といった実践的課題に踏み込む」点に特徴が

みられるとされている。とくに 1990 年代以降は、

先進国の農村における生産空間（食料生産の場）

としての性格が相対的に低下傾向にあることを受

け、消費空間（観光・レクリエーション、余暇活

動などの場）としての性格に注目し、これを農村

空間の商品化と捉える研究等もみられる（田林編，

2013）。 

実際に、Woods（2005）の著した農村地理学の

テキストにおいても、グローバル化やそれに伴う

農村内部の社会・経済・環境変化に伴う農村の再
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編（rural restructuring）への反応として、農村政策

や開発、農村再生、ルーラルガバナンス、田舎の

売り込み、田舎の保護、コンフリクトといった側

面に焦点があてられるとともに、生活様式の変化、

健康や犯罪、労働、貧困や社会的排除などの問題

にも目が向けられている。その意味では、本稿で

テーマとして扱う「太陽光発電施設」は、農村空

間に変化をもたらす重要な行為主体（アクター）

であり、それによって引き起こされる地域変化は、

森林伐採や景観悪化といった可視的なもののみな

らず、そこに暮らす住民や移住者・別荘所有者、

その地を訪れる観光客といった人々の心理面や行

動にまで大きな影響を及ぼしており、農村地理学

における重要なテーマといえよう。 

以下では、特集号の論考で各執筆者の方々が指

摘されている内容や見解を引用しつつ、農村地理

学と関わりの深い 4 つのテーマについて取り上げ、

農村地理学および隣接諸分野の農村研究における

過去の論考を紹介しつつ、問題の解消・緩和のた

めの方向性について考察する。 

 

Ⅱ 特集号の論考を読み解く－人々の繋がり・共

生を考える－ 

 

本章において注目する点は、住民と事業者の関

係についてである。高橋（2015）で取り上げられ

ている同市小淵沢町篠原地区では、近接住民と話

し合うことなく K社が建設したメガソーラーに対

し、住民有志による「篠原森林を守る会」が開発

事業反対の署名を提出するなどの動きが存在する。

ただし、K 社や施工会社 S 社は共同の現地確認計

画を一方的に反故にするなど、不誠実な対応に終

始していることが指摘されている。こうした点は、

田中氏の論考で指摘されている、「電力買い取り制

度の甘い利益に群がる大中小の事業者は、この北

杜市の自然を食い荒らしていったのです。私は太

陽光発電そのものを否定しているのではありませ

ん。設置する場所や方法に深い熟慮と厳しい規制

が必要だと強調したいのです」（田中，2015）とい

った見解にも共通する問題といえる。太陽光発電

を進める業者の中には地域への配慮や企業倫理の

欠如した業者もおり、「今が儲かる（稼ぎ時だ）」

といった短期的な利益や投機的な姿勢で開発を進

めたい思惑もあるからである。浅川氏の論考でも

指摘されているように、「個人単位での事業参加の

容易化が、えてして利益追求型になって、地域環

境に配慮の行き届かない事業が振興」されている

のである（浅川，2015）。また、高橋氏の論考では、

メガソーラーの設置が地域に果たす役割の中で、

災害時に地元に優先的な電力の供給がない点に触

れている。加えて、住民との窓口に代理人弁護士

を立てることで、両者の間に必要以上に緊張関係

が生み出されていることについても問題視してい

る（高橋，2015）。これらの指摘やそこから想起さ

れる両者の関係は、バブル期の外部資本によるリ

ゾート開発とそれを受け入れた地域や住民と開発

主体の関係やその後の顛末を彷彿とさせる１）。 

ただし、中嶋氏の論考にある「我々はパネルを

設置した主体を一義的に扱ってしまいがち」との

指摘（中嶋，2015）はこの問題を考えていく上で

重要な視点といえる。例えば、牧野論文では発電

施設の施主・施工業者（事業者）の対応は高橋論

文といささか異なる様相を呈している（牧野，

2015）。ここでは、北杜市大泉町泉原地区における

太陽光発電施設の建設を取り上げているが、建設

現場の近隣住民有志によって「大泉の自然と景観

を守る会」が発足し、住民と事業者が話し合うな

かで、施設の柵の色を目立たないものにすること

や施設周囲に常緑低木樹を植栽することなどを建

設の条件として認めてもらっている。また、本誌

で取り上げる論考の中には見られなかったが、他

地域では、建設前に周辺の住民や自治会等に対し

て事業概要や建設の理解を促す説明会をしっかり

と実施するような事業者も存在する。 

ここで注意すべきは、極端に悪質な業者の実態

や住民との対立が明るみに出て、それが報じられ



Hayashi, T. 2016. Rural Geography 

62 地域生活学研究 第 7号（2016年）pp. 60-71 

 

ることで、住民説明会や真摯な対応の継続によっ

て、合意形成を図り、設置を進めていきたいと考

える事業者の足を引っ張ることになりかねないと

いう点である。こうしたモラル（倫理観や規範）

の欠如した事業主が増えれば、高橋氏の論考にあ

る（高橋，2015）、「相互の意思疎通を通じての合

意形成の道を探求」することや「良き隣人」とな

り得る可能性をもった事業者でさえも「太陽光発

電施設の建設業者＝悪者」とのラベリングがなさ

れ、排除の対象とされてしまう恐れがあるといえ

る。 

他方、太陽光発電施設を建設する場所は前述の

森林のみならず多様である。次に、北杜市内で 1991

年から私設の太陽光発電所を運用してきた浅川氏

２）の論考をみていきたい（浅川，2015）。彼は周

囲の農地と太陽光発電施設の立地する土地の共生

に関して自身の実践を踏まえ、以下のような指摘

を行っている。「発電オンリーになると農地の管理

が手薄になり、周りの農地の管理方法と異なる物

になってしまい、農地の草刈り方法や水路管理等

においてトラブルの元になるので、周囲の農地管

理方法と同類で同等の農地管理が求められるので

す。これは、農地転用を利用して太陽光発電を設

置した場合も同じです。特に隣接する農地に対し

て、除草剤の拡散源や雑草の種子の供給源になり、

ある意味、野草汚染の元凶になりうることを、所

有者や事業主は、肝に銘じておかなくてはなりま

せん。これが 20年間に及ぶ太陽光発電を自宅や農

地で展開してきた実績から学んだことです」。 

こうした近隣への配慮は、相手の立場に立った

状況の認識（他者理解）や合意形成の重要性を示

している３）。 

また、牧野氏の論考において、興味深い点は、

太陽光発電施設の建設問題および住民協定の作成

過程を通して、近隣付き合いが希薄であった泉原

地区内の住民の様々な繋がりが創出された点を成

果に挙げていることである（牧野，2015）。 

一般にこうした地域において地付きの住民層と

別荘所有者、もしくは別荘所有者同士の接触の機

会は限られている。また、当該地域での生活（滞

在）時間・日数においても両者には明確な差が存

在する。しかしながら、ここで問題となった太陽

光発電施設の建設は、空間的に大きな改変を伴い、

景観や自然環境を大きく変化させるものである。

このため、居住年数や滞在日数に限らず、豊かな

自然環境に癒しを求めて住まいを定めた人々の意

思を統一することが可能になったのである。また、

「大泉の自然と景観を考える会」のメンバーの多

くは市内の他地区の状況や対応策にも注目するよ

うになり、自分たちの経験を伝える助言活動を行

っている。このことは、彼らの北杜市全体への関

心を高める契機ともなっており、元々この地に暮

らす住民（旧住民）と別荘所有者や移住者の共生

を図り、今後の生活や暮らしをともに考えていく

上で重要な機会になったともいえる。 

こうした、新旧住民間の関係性については、混

住化の議論が参考になる。都市近郊農村における

地域社会変動を「混住化」をキー概念にして分析・

考察した、高橋誠（1997）によれば、混住化とは、

「従来の農家を中心とした農村社会が、主に非農

家（都市住民）の流入や増加といった構成員の変

化によって機能や構造面で変化していくプロセス」

を指す。また、こうした新旧住民の価値観や生活

行動の差異がコンフリクトを生み出す場合も少な

くなく、両者の対立や軋轢は都市近郊農村におけ

る重大な問題となっている。こうした視点は別荘

地や観光レクリエーション地として域外の住民や

事業者の転入や移動する傾向の強い地域にも当て

はまる。ここでは、新旧住民の対立の解消・緩和

を図るための指針を提供している研究を紹介した

い。高橋徹（1997）では、ニュータウン開発によ

る団地の造成と新住民層の流入に対して、既存集

落のもつ農業や伝統行事などの利点を活かした住

民相互の交流が実施され、新住民は園芸や家庭菜

園に興味をもつことによって、地域に対する意識

（関心）が向上したこと、地付層は農作業への指
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導や農地の提供を行うことで、農地の都市的土地

利用（資材置場や駐車場）への転換が抑制され、

田園景観の維持が図られたことが示されている。

この論考には、旧住民と新住民の交流によって、

相互の意識改革が促され、共生が図られる過程が

描かれている。こうした視点は、岡山市を対象に

団地住民である非農家が旧住民である農家への

「援農」を通して、交流が促進された田渕（1991）

の論考にも共通している。一方で、古田（1990）

は広島市近郊の集落を事例に、地付層（旧住民）

内部の 60 歳前後を境にした世代対立の存在する

こと、新住民についても持家層とアパート住民、

持家層の中でも戸建と団地住民とでは意識や対応

に明確な違いが存在することを示している。その

意味では、北杜市内の各地域においても住民構成

には大きな差異が存在するといえ、一律の対応で

はなく、それぞれの地域事情を勘案することが必

要といえよう。 

 

Ⅲ 特集号の論考を読み解く－入会林野・共有地

の活用を考える－ 

 

次に本章では、入会林野・共有地の太陽光発電

への活用について考察していきたい。この内容に

関連して、浅川氏の論考の中では、北杜市内の区

有林に松食い虫の寄生を確認したので、現状を危

惧した地域住民が協力して、区有林の有効活用と

松食い虫の防除のために広大な敷地に太陽光発電

所を建設した例が紹介されている（浅川，2015）。

ここでは区有林の危機（松食い虫による森林崩壊

の進展）に対して、区有林を所有する地域住民が

代替措置として太陽光発電を選択している。この

場合は、区民の総意として、意思決定（選択）が

なされているため、観光地（景勝地）や別荘地の

近傍に外部事業者が太陽光発電施設を建設すると

いう先のケースと異なり、比較的、問題は起こり

にくいといえよう。区有林の太陽光発電施設への

転換は、区有地の活用方法の変更であり、こうし

た議論に対しては、地理学における入会林野や共

有地、財産区等の活用に関する研究が参考になる。

ただし、その数は非常に膨大なため、ここでは、

とくに観光地化に伴う地域の変容やそれによって

顕在化する問題を扱ったものを紹介しつつ、区有

林の太陽光発電施設への転換や区民への利益還元

のあり方について考えていきたい。 

農山漁村の共有空間の観光利用に関する代表的

な研究として、池（1986）による長野県蓼科の観

光地化に伴う入会林野利用の変化に関する研究が

挙げられる。長野県茅野市では、入会林野を財産

区有として存続させており、1960年代以降の蓼科

高原や白樺湖の観光地化の進展に伴い、土地（区

有林野）の貸付けや直営の観光事業によって利益

を獲得し、それが財産区民の生活水準を向上させ

たことが示されている。また、池・有賀（1999）

や池（2001）、池（2009）では伊豆半島のダイビン

グ観光地を対象に、ダイビング関係の観光収入（潜

水料やダイバーの利用する駐車料金など）が共同

漁業権をもつ漁協や地先海域の伝統的な入会集団

へ配分されていること、入会集団のみならず、収

益の一部を地域社会（入会集団以外の住民全体）

へ還元し、それが、入会集団（旧住民）と権利を

もたない新住民の対立の顕在化を防ぐための「安

全弁」として機能するとともに、ダイビング観光

地の発展を支える体制の構築に寄与してきたこと

を明らかにしている。さらに、古谷・小池（2012）

は、地域に密着した経営・運営姿勢をとっている

三井不動産による別荘地開発（茅野市の三井の森

別荘地）のあり方について検証している。その中

では、開発の早い段階で三井の森の前身企業の本

社を東京から茅野市に移している点や地元集落の

住民を正社員として積極的に雇用した点を評価し

ている。また、茅野市の人口急増と処理区域の拡

大に伴うし尿処理の問題が起きた際には、三井の

森独自の集中汚水処理場の無償利用を許可するな

ど、周辺地域との良好な関係の構築に努め、それ

が、別荘の居住者や利用者、周辺住民の満足度を
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高めたことが示されている。 

これらの研究が示唆していることは、村落の共

有空間を観光に活用する上で、区民（地域住民）

の側が開発の主導権を握っている場合は、自らの

経済的メリットの享受に加え、入会集団以外の新

規移住者を含めた地域全体への利益還元の方法を

検討することの重要性（有効性）である。また、

外部資本が開発を行う場合も、企業側の住民や地

域への配慮が必要となることが前提となるため、

いずれにせよ、ある種、公益的（公共的）な意識

や態度が事態を円滑に進めていく上で求められて

くるといえる。 

なお、太陽光発電施設の場合は、2016 年現在、

国の固定価格買い取り制度（FIT）の価格の引き下

げによって、収益が厳しくなってきた面もあり、

2015年に太陽光発電事業に参入した企業は、2011

年の東日本大震災以降、初めて前年を下回ったと

の報道もなされている４）。太陽光バブルの鎮静化

は、今後、倫理観の欠如した利益至上主義の企業

による進出を抑止していくともいえ、こうした状

況下ではむしろ、この数年の間で問題の起きた事

案に比べて、多様な主体の歩み寄りや共生のため

の話し合いや協働が促されることも予想される。 

また、財産区と行政の関係という意味では、朝

野（1977）や池（2006）にみられる指摘は極めて

重要である。朝野（1977）は、下田市須崎財産区

を事例に、かつては行政も、実質的には共有地の

ように須崎財産区を認識していたものが観光地化

の進展によって、対応に変化が生じ、本来の法律

上の管理者である首長（行政）の管理権を強く主

張し、区民の意向が反映されにくくなっていった

点を問題視している。また、池（2006）も茅野市

の財産区が所有林野の観光的利用によって多額の

収益を得ていることから、行政の財産区運営に対

する影響力が強まることを危惧している。ただし、

入会集団みずからによる計画・立案と入会集団の

総意による決定を前提として進められた場合には、

地元住民の意思を反映した空間利用を可能とし、

地域社会の持続的な維持に貢献し得る可能性が高

いこともまた事実である（池，2006）。その意味で

は、財産区の活用事例ではないが、兵庫県丹波市

春日町国領地区の山王自治会は、日本で初めての

自治会による太陽光発電所が運営されており、注

目に値する。『季刊地域』11号（2012年 11月発行）

によると、山王自治会では売電収入により自治会

費を無くし、共同資産を将来に残したいと考え、

自治会で議論を続け、FITが始まる直前の 2012年

4 月から開始したとのことである。利用した土地

は、売電開始の 2 年前に県より自治会に払い下げ

られた河川敷跡地（雑種地）である。「コミュニテ

ィ発電」という地域の自立の道を提示した意義は

大きく、示唆に富む活動といえる。 

 

Ⅳ 特集号の論考を読み解く－耕作放棄地の拡

大・不在地主問題を考える－ 

 

本章では、耕作放棄地の拡大および不在地主の

増加といった内容と太陽光発電施設の建設問題に

ついて考察していきたい。周知の通り、日本の農

業は担い手の減少や高齢化が進んでおり、農業生

 

図 1 日本における耕作放棄地面積の推移 

（農林業センサスにより作成） 
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産力の低下を余儀なくされている。図 1 は、農林

業センサスをもとに、日本における耕作放棄地面

積の推移と耕地面積（経営耕地面積＋耕作放棄地

面積）に占める耕作放棄地面積の割合（耕作放棄

地率）を示したものである。農業の弱体化は、経

営耕地の減少を促しており、1985年以降、耕作放

棄地面積および耕作放棄地率は、ともに増加の一

途を辿っており、農地の管理は困難を極めている

ことがわかる。 

このような状況の中、農業の担い手・農地の維

持（管理）は、社会問題化しており、その解消の

ための一助として、一部の耕作放棄地・遊休農地

への太陽光発電施設の設置可能性に関する研究は

近年、増加傾向にある。 

例えば、伊藤ほか（2016）では、北海道の全て

の耕作放棄地（12,977ha／2012 年）に太陽光発電

設備を導入すると仮定した上での農業集落ごとの

発電量を推計し、その合計値が北海道の一般電気

事業者販売電力量の 3 割強（34.7％）に上ること

を示し、導入が経済面からも大きなメリットを有

していることを示している。また、高島ほか（2014）

では、和歌山県を対象に農林業センサスから、1

か所あたり 1,000kWの太陽光発電設備の設置を想

定し、約 2ha 以上の面積が賦存している農業集落

（45）を抽出し、送電線の引き込みコストが有利

になる地点を抽出するため送電線の有無を確認す

ることで、有望地が 22集落に上ることを示してい

る。さらに、佐藤ほか（2015）では、愛知県で最

も日照時間が長く、耕作放棄地の多い田原市を事

例に、すべての耕作放棄地を太陽光発電に活用し

た場合の地区別の太陽光発電賦存量を算出し、そ

れが地区別の住宅電力消費量を賄うことが可能で

あることを示している。また、被災時の市内の避

難所での電力供給源としての可能性について検討

している。再生可能エネルギーの導入促進に際し

て、上記のようなシミュレーションや適地の把握、

平常時・非常時における活用可能性の検討は不可

欠な作業といえる。 

ただし、実行に移す際には、そこに生身の人間

がいることを忘れてはならない。数字で割り切れ

るほど、住民の土地や農地に対する思いは簡単で

は無いからである。この場合は意識調査などの実

施も必要となろう。その際には、居住する市や地

区に太陽光発電施設が出来ることの是非に加え、

各自の土地や隣接場所に設置するといった具体的

な状況を念頭に置いた質問項目も重要となろう５）。 

他方、農村の人口は減少し続けており、農業や

農地管理の担い手となる後継（子ども）世代は地

域外に流出（居住）している場合が多いのも事実

である。中氏の論考では、開発事業者が地権者で

ある住民に対し、土地の有効活用や収入増が見込

めること、国が推進していることなどを示しなが

ら、設置を勧めるケースも多く、都市に出ている

子ども達が推進役となる例もあるとの説明がなさ

れている（中，2015）。不在地主による開発行為の

容認・推進という事態は、地域の事情や現況を読

み解くことのできない地権者を生み出していると

もいえる。これは、過疎化・人口流出の進む農山

村においては、極めて一般化しやすい問題である。

例えば、久保・糸原（2013）では、地区外に居を

構え、農地の管理を地元農業者に委ねることで集

落に対する執着度が低下し、集落行事への参画頻

度が低下する不在地主については、帰郷する可能

性がほとんど無いことを指摘している。また、不

在地主の場合には、農村部において一定の秩序を

規定してきた「ムラ」の論理が通じにくく、農地

を資産の一部と捉える傾向が強いという（久保，

2011）。このため、久保・糸原（2013）は、他出す

る段階でそうした住民と自治会や農業、イエや農

地等との今後の関わりについて話し合い、不在地

主自身も集落の維持・発展に関わる人材であると

いう意識付けを図ることが重要であると指摘して

いる６）。 

また、高橋氏の論考にあるように、森林を伐採

し、建設した太陽光発電施設は、FIT を活用した

20年の収益期間が過ぎれば、その後は、荒れ地へ
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と逆戻りしてしまう可能性も否定できない（高橋，

2015）。この点は、農地を太陽光発電施設に転用し

た場合も同様のリスクは存在するため、有効な対

策を講じる必要があろう。 

 

Ⅴ 特集号の論考を読み解く－農村景観の構成要

素としての太陽光発電施設を考える－ 

 

本章では、太陽光発電施設が今後の農村景観を

構成する重要な要素と人びとに認識される存在と

なり得るかの判断や是非について考察していきた

い。田中氏の論考の中には、「利潤追求のためのあ

の無機質なギラギラパネルがわがもの顔にのさば

っていることによる不快感によって、精神的な被

害を受け続けているといわざるを得ません」とい

った記述がみられる（田中，2015）。現状、住民に

とって望ましいと認識されていない建造物は、後

世において、当該地域を表象（代表）するような

景観となり得るのだろうか。この点に関して、農

村景観論とルーラル・デザインについて論じた岡

橋（1993）は、農村の原風景としての「ふるさと」

景観は、自然に基礎をおいた人間活動が、集落を

中心とした土地利用パターンとして現われ、地域

性に富んだ独自の景観を形成してきたことの帰結

であるとしている。さらに、それは、農村の居住

者が農業等の同一の生業に従事し、また同一の価

値観を共有していたからこそ長く維持されてきた

と整理している。だとすれば、太陽光発電施設は、

人工的な存在であり、かつ就業構造や価値観の多

様化した現代農村のなかでは、重要な農村景観あ

るいは、「ふるさと」を想起させる存在へと将来的

に変貌を遂げることは難しいのかもしれない。た

だし、中氏の論考の中には、耕作放棄されている

農地に太陽光発電施設を設置することが景観を阻

害するという点について、推進派から、「ビニール

ハウスとの違いについても曖昧である」との指摘

がなされていることが示されている（中，2015）。

そこで、この点について掘り下げて考えていくた

め、ビニールハウスの農村景観としての位置付け

について取り上げてみたい。 

渡部ほか（2008）は、地域アイデンティティを

強化する農村景観として、ビニールハウス景観を

検討している。従来、農村におけるビニールハウ

ス景観は、画一的、周辺景観との不調和、開放性・

伝統性の阻害等において問題があるとされてきた

が、ビニールハウスが長年にわたって地域内に定

着するなかで、当該地域に縁のある（居住歴・生

活経験をもつ）地域他出者（現在は居住していな

い住民層）においては、「ふるさと」を表象する景

観として、一定の評価を得ていることが熊本での

アンケート調査により示されている。もちろん、

あくまで一調査の結果に過ぎないが、この論考に

おける指摘を加味するならば、太陽光発電施設や

パネルのある景観が数十年後には、その時点での

「農村」を表象する景観の構成要素と位置付けら

れる可能性は無いとは言えない。また、同一に論

じることは憚られるが、このことは、現在、パリ

のシンボルとなっているエッフェル塔の建設時に

おける反対運動（批判）と現在の評価（地位）の

違いといった例からも明らかなように、新しく作

られる建造物の評価をめぐっては、社会や時代の

情勢が大きく関わっており（荒又 2004；荒又，2013）、

そうした景観が賛否の激しい対立の中で受容され

ていったこととも共通する面があるように思われ

る。さらに、その建造物を評価する側の、生活・

居住経験や立場によっても変化するといえよう。 

なお、先述した岡橋（1993）では、澤（1990）

における広島市の事例を引き合いに出しながら、

新旧住民間の都市近郊農村における景観の価値に

対する認識の隔たりについて言及している。例え

ば、旧住民にとって用水路は農業用水としても重

要であるが、新住民にとっては水質汚濁の進んだ

用水路は「どぶ川」でしかなく、水路の維持に対

しては積極的ではないという点や農地は新住民に

とっては緑地空間として評価の対象であり、これ

以上の宅地化には反対するものの、農地へのゴミ
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の投棄や子どもの不法侵入には関心が薄く、生産

空間としての農地という認識は低いといった点が

挙げられる。このため、今後住民自らがどのよう

な景観を望ましいと考えるのか、それをどのよう

な組織や制度で実現し、維持するのかの検討が不

可欠であるとしている。 

また、文化的景観として富山県砺波市の散村景

観について検討した鈴木（2011b）の論考では、「砺

波市散村景観保全・活用調査報告書（2009 年）」

の分析を通し、世帯主に限定したアンケート結果

において示された「市民」概念の曖昧さについて

指摘がなされている。その中では、農山村の伝統

的な家父長制的な性格も相俟って、回答は世帯主

の意向が強く反映され、同居する妻子等の意見が

反映されていない可能性の存在、居住地域や社会

階層、居住経験、年齢別の景観保全への意識の違

いなどについても目配せした上で行政は「市民」

の現状認識とすることが必要であることが示され

ている。 

このように、住民属性や年齢・性差による景観

評価への視点やポイントは異なるため、農村景観

としての太陽光発電施設の存在感や評価が今後、

高まる可能性は否定できない。ただし、どちらか

と言えば、好意的な評価といえる「ふるさと」と

しての農村景観を構成する要素として積極的に評

価されるという意味からは、現在の問題や紛争が

決着し、住民の理解を得られなければ、太陽光発

電施設に対する住民のまなざしは常に負のフィル

ターを通じたもののままであるともいえよう７）。 

 

Ⅵ 問題を読み解くために―農村地理学からの提

言― 

 

本稿は、北杜市における太陽光発電施設建設に

係る問題・紛争について『地域生活学研究』第 6

号の論考に対して、農村地理学を中心とした農村

研究の成果を参考に問題や紛争の背景にある農村

の特質や事情について考察してきた。終章となる

Ⅵ章では、問題の軽減・解決のためには何が必要

かを提起し、まとめとしたい。 

これまでみてきたように、農地や林地といった

地域資源の管理は今後、ますます困難になってい

くことが予想される。地権者が維持・管理できな

い、ゆえに、太陽光発電施設に転換するという選

択も 1つの方向性となってきているといえる。 

なお、本稿では、一般論として話を展開してい

くため、かなり抽象的かつ広義な意味合いで「農

村」を捉え、先行研究等を引用しつつ、議論して

きたが、本来的には、「農村」と人びとが認識する

場所（空間）であっても、その場所の特性は異な

り、より厳密に各地の特徴に注意を払って対策を

講じることが肝要である。例えば、本稿で扱って

いる別荘地や農村景観を「売り」にするような田

舎の場合と農業生産力が高く、後継者が比較的存

在する地域における農地転用の場合、前者は景観

や環境悪化といった視点から反対が起こるのに対

して、後者であれば、より多くの農地を取得した

い農家が地域内に存在するかもしれず、その場合、

農業で稼げる農地を潰すのは「勿体ない」という

意味での反対もあり得るであろう。あるいは、隣

接農地の作物による生育環境の差異や環境に配慮

した農業を実践する場合とそうでない場合とでは

その許容度は異なってくる。同様に農業生産力が

低く、離農や人口減少が著しく、荒廃が進む地域

では、太陽光発電は、農林地の維持・管理におい

て歓迎すべき存在となることも予想できる。重要

なのは、その地域（ここでは農村）の現在置かれ

ている状況とその変化に関係するアクターの特徴

や意識を把握し、中長期的な視点に立った戦略の

下で方向性を議論し、合意形成を図っていくため

の場を創出していくことである。また、前述した

ように、我々にとっての景観や環境に対する評価

も固定的なものではなく、個人はもちろんのこと、

時代や社会情勢とともに修正・変化していくもの

であるという認識も重要となる。 

最後に、本稿では、十分に検討しなかったが、
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農山村の住民の収入や農家経営の多角化、農村ビ

ジネスとしての太陽光発電施設の可能性について

も触れておきたい。宮口（1998）は山村地域活性

化のための現代的視点として、人の数の少ない山

村においては、もともと社会的分業が成り立ちに

くいことに加え、一つひとつの産業の生産力は限

られ、平野部に比べるとはるかに複合的な経済の

もとに歩んできた点を強調している。その中で、

こうした地域において、人びとが高い所得を得る

ためには、少数のしっかりした組織が林業・建築

業・建設業・製造業・販売業・サービス業などの

異業種的な仕事を積極的にその中に取り込み、仕

事を増やし、季節と受注する仕事の量に応じて人

材を使い分けるような仕組みこそ、最も進んだ少

数社会を実現する原理ではないかと述べている。

また、山本（2000）も、日本の伝統的農業経営の

特質として、生産面が中心ではあるものの、農業

以外の収入機会に依存する傾向も強く、少量でも

売り物を作り、現金収入を得るという努力がつね

に行われてきたと指摘している。すなわち、自給

のための生産と商品作物の販売、労働（出稼ぎ）、

技術（農産加工や職人仕事）といった小規模な商

品化を組み合わせた形態（小農複合経営）が伝統

的な農業経営の特徴ということである。 

こうした日本の農山村の伝統的な生計の維持戦

略の存在は、EUや北米において注目される、農家

の兼業化の合理性を積極的に評価し、作物の多様

化よりも所得源の多様化（農業生産にグリーン・

ツーリズムや農産物加工・民芸品の製造、直売な

どを組み合わせた経営）を指向する pluriactivity（多

面的活動／多就業形態）の重要性に関する議論（大

江，2003；菊地・山本，2011）とも通底している。

こうした議論のなかに太陽光発電施設の建設（売

電）を位置付けることも重要といえる。 

再生可能エネルギーは地域に存在する資源であ

り、本来的には地域の人々が優先的に利用する権

利が与えられるべきである（山下，2014）。このこ

とは同時に、地域の人々には、その資源を永続的

に利用できるよう、適切に維持・管理する義務が

あることを意味する。こうした地域資源（ここで

は太陽光発電）を農家の複合経営の一環として活

用することは、農業＋αの「＋α」の選択肢を増や

すことに繋がり、それが収入となるならば、新た

な所得源の確保となり、農村の自立的発展に寄与

する側面は十分に期待できるといえる。例えば、

再生可能エネルギーと地域経済の循環を論じた山

川（2016）は、ドイツ南西部のフライアムト村（人

口 4,300）の事例を紹介している。この村には、5

つの風車と 2 つのバイオガス燃焼設備、200 棟以

上の農家の屋根にソーラーパネルが設置され、年

間の総発電量は住民が必要とする電力の 140％と

なり、超過分は村外に売電されているという。売

電による資金の域内流入が図られるとともに、買

電による資金の域外流出がなくなるため、再生エ

ネルギー導入による村内所得歩留率が飛躍的に向

上するというわけである。ただし、山川も指摘す

るように、再生可能エネルギーの事業が地域に根

差した事業か外発的開発かによって、地域収入所

得率が変わってくる点には注意が必要である。ま

た、浅川氏のように、農地を本来の目的（農作物

の栽培）で活用しつつ、農地の棚上部での発電に

よって売電益を副収入にしていく「ソーラーシェ

アリング」（半農半電）についても（浅川，2015）、

その採算性や隣接農地や住民への影響などについ

て多角的に検証していくことが求められよう。 

こうした点にまで踏み込んだ詳細な調査・研究

を重ね、農村地域の特質に応じた活用の可能性や

方法、リスク（とその対策）等について、議論し

ていくことが、農村地理学の社会に対するプレゼ

ンスを高めていくためには、今後ますます重要に

なってくるといえる。 

北杜市長の論考においても指摘されているよう

に、再生可能エネルギーとしての太陽光発電の有

用性は、周知の事実である（白倉，2015）。上記の

ような視点を加味した上で、地域内の太陽光発電

施設の立地問題を考えていくことが、「太陽光発電
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と地域環境との調和＝バランス、景観に対する配

慮」の図られた北杜市の発展に繋がるといえよう。 
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注 記 

1) 例えば、武田（1996）は、バブル期の北海道に

おけるリゾート開発において、外部資本主導の

開発が行われる際の地元での論議や住民の対応

について整理し、リゾートのあり方と開発の問

題点について考察している。 

2) なお、浅川氏の「農業＋太陽光発電」の複合経

営システムの実践については、家串（2011）に

おいて詳しく紹介・検討されている。 

3) その他にも浅川（2015）には、「北杜市内では、

既に発電を実施している発電施設の中には、完

成後まもなく雑草に埋もれている施設が見受け

られ、施設管理がなされていない発電所がチラ

ホラあり、事業者の事業責任が問われつつあり

ます」といった記述もみられる。浅川氏のよう

に長年、太陽光発電を実践してきた先駆者には、

事業者としての責任や周囲への配慮がいかに徹

底したものとなっているのかがわかる。 

4) 日本経済新聞朝刊（2016 年 9 月 11 日）掲載の

「太陽光発電参入 昨年 43％減 1461 社」より。 

5) 例えば、林（2013）は、東京都稲城市のナシ栽

培について、同市を対象とした菊地・中村（2004）

のアンケート調査を引用しつつ、以下のように

考察している。すなわち、ナシ産地でもある東

京都稲城市を市レベルでみた場合、市民は特産

のナシを栽培することの重要性を理解・評価す

る傾向がみられるものの、実際に自宅に農地が

近接する市民の中には、農作業への苦情・クレ

ームを市役所に寄せるケースも少なくなく、こ

のことは、「必要性は認めるものの、うちの裏庭

にはゴメンだ」という NIMBY のような態度や

感情が農地に対して存在することを示している。

このため、太陽光発電パネルのような再生可能

エネルギーの設置に対する住民への意識調査な

どでも、同様の傾向が生じる可能性は否定でき

ないといえる。なお、NIMBYに関する研究の変

遷や動向は鈴木（2011a）および鈴木（2015b）

に詳しくまとめられている。 

6) 他出子（別居子）世代と郷里（出身集落）の関

わりを強化することで、過疎集落の住民の生活

利便性や居住環境（農林地の管理のみならず、

買い物や医療機関の受診や祭事の担い手の確保、

屋敷や空き家のメンテナンスなど）の向上を図

るための実践的な手法については、社会学者の

徳野貞雄氏の提唱する T 型集落点検を用いた地

域づくりが著名である（徳野，2008）。 

7) 都市住民にとっての好ましい（望ましい）景観

の演出について、Takayanagi（2010）は、理想的

な農村像として、「本物以上に本物らしい模造し

たもののイメージやシンボル」を指すシミュラ

ークルな景観として、兵庫県南光町のひまわり

畑を取り上げている。ひまわりやコスモス、な

たね、れんげなどに代表される景観形成作物は、

田園景観の向上や地域振興、地力増進を図るた

めに栽培される作物であり、その意味では、耕

作放棄地の抑制に一定の役割を果たすものでも

ある。また、ひまわり畑の景観は、都市の希求

（urban desire）により演出されたものであり、

ひまわり栽培が日本各地に広がることで、当該

地域におけるひまわり景観の希少性は薄れてい

ったことが示されている。ただし、観光客数の

減少を補うために、種子やひまわり関連商品の

販売を増やすことが求められ、栽培が継続する

ことで、このシミュラークル景観は、新たな現
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実（本物）となっていくという可能性が提示さ

れている。 
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